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資料４ 「令和３年度国保事業費納付金等の算定方法について」

頁番号 （訂正後） （訂正前）

２

３

１　県全体の額

単位：億円

1,316 331 270 令和３年度仮算定

1,271 329 261 令和２年度本算定

45 2 9 　　　　   　  前年度差

230 109 96

232 111 97

▲ 2 ▲ 2 ▲ 1

101 46 40

88 40 34

13 6 6

1,647 486 406

1,591 480 392

56 6 14

※１　市町村納付金Ｂ＝県全体費用Ａ－公費（前期高齢者交付金や特別会計の剰余金のほか、市町村の取組みに応じた県の再配分等）

※２　保険料収納必要総額Ｃ＝市町村納付金Ｂ－公費（特別調整交付金等の市町村の取組みに応じた交付金等）＋保健事業等の保険料を財源とする経費

合計

県全体費用
Ａ

市町村納付金
Ｂ

保険料収納
必要総額 Ｃ

医療分
（保険給付費分）

後期分
（後期高齢者支援金分）

介護分
（介護納付金分）

※１ ※２ 凡例

１　県全体の額

単位：億円

1,316 331 271 令和３年度仮算定

1,271 329 261 令和２年度本算定

45 2 10 　　　　   　  前年度差

230 109 96

232 111 97

▲ 2 ▲ 2 ▲ 1

101 46 40

88 40 34

13 6 6

1,647 486 407

1,591 480 392

56 6 15

※１　市町村納付金Ｂ＝県全体費用Ａ－公費（前期高齢者交付金や特別会計の剰余金のほか、市町村の取組みに応じた県の再配分等）

※２　保険料収納必要総額Ｃ＝市町村納付金Ｂ－公費（特別調整交付金等の市町村の取組みに応じた交付金等）＋保健事業等の保険料を財源とする経費

合計

県全体費用
Ａ

市町村納付金
Ｂ

保険料収納
必要総額 Ｃ

医療分
（保険給付費分）

後期分
（後期高齢者支援金分）

介護分
（介護納付金分）

※１ ※２ 凡例

2　１人あたりの額

１人あたり保険給付費

（県全体費用Ａ／被保険者数）

１人あたり納付金額

（市町村納付金Ｂ／被保険者数）

１人あたり保険料額

（保険料収納必要額Ｃ／被保険者数）

１人あたり保険料が増加した

市町村（対前年度）

・令和２年度本算定と比較して被保険者数は減少するが、県全体費用Ａ、市町村納付金Ｂ及び保険料収納必要額Ｃ

の合計がそれぞれで増加しているため、各項目の１人あたりの額についても増加している。

・特別調整交付金（東日本大震災に係る医療費負担の増に係る分）を受けている市町村においては、当該交付金が

令和３年度は減額されている。

　 ※令和３年度仮算定の被保険者は、394,538人で推計し、令和２年度本算定の被保険者数は396,311人で

　 推計した（▲1,773人）。

No. 項目
令和３年度

仮算定
令和２年度

本算定
差

12,792 円

2 123,142 円 121,055 円 2,087 円

1 333,501 円 320,709 円

5 最大増加率 26.60% 50.19% ▲29.1%

円

4 50市町村 25市町村 25市町村

3 103,198 円 98,949 円 4,249

2　１人あたりの額

１人あたり保険給付費

（県全体費用Ａ／被保険者数）

１人あたり納付金額

（市町村納付金Ｂ／被保険者数）

１人あたり保険料額

（保険料収納必要額Ｃ／被保険者数）

１人あたり保険料が増加した

市町村（対前年度）

・令和２年度本算定と比較して被保険者数は減少するが、県全体費用Ａ、市町村納付金Ｂ及び保険料収納必要額Ｃ

の合計がそれぞれで増加しているため、各項目の１人あたりの額についても増加している。

・特別調整交付金（東日本大震災に係る医療費負担の増に係る分）を受けている市町村においては、当該交付金が

令和３年度は減額されている。

　 ※令和３年度仮算定の被保険者は、394,538人で推計し、令和２年度本算定の被保険者数は396,311人で

　 推計した（▲1,773人）。

円
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円

円

円

円

48市町村 25市町村

320,709

121,055

98,949

差
令和３年度

仮算定
令和２年度
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